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研究要旨 
本研究は、たばこ規制枠組み条約に照らして特に取り組みが遅れている受動喫煙防止、広告・販売

促進・後援の禁止、健康警告表示の3政策に重点をおき、政策化に役立つエビデンスの構築と実効性

のある政策の提言を目的としている。3年間の研究成果をもとにした政策提言を中心に述べる。 

1．本研究班で得られた研究成果をもとに、たばこ規制枠組条約の主要6政策について、ぞれぞれの

政策の現状と課題、今後必要な取組を検討し、政策提言のためのファクトシートとしてとりまとめた。

作成したファクトシートは、政策テーマ別に計11種類に及ぶ。その内容は、①たばこ規制枠組条約に

基づいたたばこ政策の推進、②たばこの超過死亡・超過医療費とは、③受動喫煙防止のための法的規

制の強化、④飲食店における受動喫煙防止対策、⑤集合住宅等の受動喫煙トラブル、⑥各地の受動喫

煙防止条例、⑦禁煙支援・治療―禁煙を推進する保健医療システムの構築、⑧たばこ製品の健康警告

表示、⑨たばこ広告、販売促進、後援活動の禁止、⑩国民を守るためのたばこ増税政策、⑪加熱式た

ばこの規制強化である。2020年4月に改正健康増進法が全面施行された受動喫煙対策については、上

述の4種類のファクトシートで取り扱っていない受動喫煙対策の課題整理（喫煙可能店や喫煙目的店

の運用、国会や地方議会の屋内喫煙所問題、近隣住宅の受動喫煙問題、家庭内・自動車内の受動喫煙

対策）を行うとともに、その解決にむけた提言を報告書として取りまとめた。これらのファクトシー

トを今年度の本報告書に掲載するとともに、今後厚生労働省のeヘルスネットなどを通じて公開し、

広く社会に情報発信する。このファクトシートを活用して、後継の研究班において学会や医学団体等

と連携・協働したセミナー開催（メディア、政策決定者、政策担当者などを対象）や政府関係機関へ

の要望書の提出を行う。 

2．国際的に最も取り組みが遅れている広告等の規制については、規制強化の際に障壁となる法的

な課題を表現の自由と営利広告の自由等の観点で法律家の協力を得て検討を行い、今後の規制強化に

あたり憲法上深刻な問題を惹起するとは考えられないとの結論を得た。 

3．たばこ増税については、上述のファクトシートのほか、2018年からのたばこ税・価格の段階的

引上げのインパクト評価結果や国際的評価のレビュー結果を踏まえて、2023年度以降のたばこ増税に

むけた政策提言に役立つエビデンスの構築を行った。具体的には、現状の評価や課題の整理に加えて、

税収を最大化するたばこ価格の検討を行った。その結果、価格弾力性を大きく見積もった場合でも、

たばこ価格1,450円までは現行よりも税収が増加すること、引き上げを段階的に行う方が一気に引き

上げる場合に比べて税収は維持されることが示された。 

4．研究代表者が健康日本 21（第二次）推進専門委員会に参加し、喫煙領域の健康日本 21（第二

次）最終評価を行うとともに、今後の課題の整理とその解決のために必要とされるたばこ規制を同委

員会の報告書にとりまとめた。 

5．禁煙治療へのアクセスの向上を図るため、2020年度の診療報酬改定に合わせて、関連学会と協

働して禁煙治療へのオンライン診療導入を求める政策提言を行い、5回の治療のうち、2回目から4回

目にオンライン診療による保険治療が認められた。診療報酬改定の内容を受けて、本研究班が中心と

なって禁煙治療の標準手順書の改訂を行った。 

6．第4期特定健診・特定保健指導にむけた特定保健指導の実施率向上と喫煙等の保健指導の強化に

関する提言、加熱式たばこの規制にむけた提言を取りまとめた総説論文の公表、喫煙が新型コロナウ

イルス重症化等に及ぼす影響と同感染拡大下での喫煙行動への影響に関する文献的検討、コロナ禍に

おける禁煙の重要性に関する厚生労働省特設サイト等を通した情報発信、日本学術会議のシンポジウ

ム等を通した政策実現における学術団体のアドボカシーの重要性に関する情報発信などを行った。 
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A．研究目的 

本研究は、2020 年 4 月から全面施行される改

正健康増進法による受動喫煙防止をはじめ、警告

表示（注意文言）の変更、広告の自主規制の見直

し、たばこ税の段階的増税のインパクト評価を実

施し、政策形成・強化につながるエビデンスの構

築と実効性のある政策提言を行うことを目的とし

ている（図表１）。 

 

B．研究方法 

１．受動喫煙防止の法的規制のインパクト評価 

（１） 受動喫煙防止規制に関する国民の意識およ

び政策インパクトの調査（田淵班員） 

本研究では第 1 に、たばこ製品の認知、態度、

普及について 2015 年から毎年調査している一般

国民を対象としたたばこに関するインターネット

調査研究 The Japan “Society and New Tobacco” 

Internet Survey（JASTIS）を 2019～2021 年度

にかけて実施し、受動喫煙防止規制に対する意識

や政策から受けるインパクトを調べた。主な質問

項目は、職場や家庭における実態、受動喫煙の健

康影響の認識、職場や飲食店等での喫煙の遵守状

況と規制への支持とした。2019 年の調査データの

分析により、改正健康増進法施行前の禁煙場所に

おける加熱式たばこの使用実態を把握した。2018

年と 2019 年の調査データの分析により、改正健

康増進法施行前の家庭における受動喫煙防止状況

について実態を把握し、東京都子どもを受動喫煙

から守る条例が制定された影響を評価した。 

第 2 に、2015 年から 2018 年の労働安全衛生調

査（実態調査）の結果を再集計し、事業所規模及

び業種に応じた職場の禁煙化状況の推移を観察し、

法改正前後の比較の基礎資料とした。 

（２）自治体におけるインパクト評価（姜班員） 

2019 年 7 月から先行して（罰則付きの）改正健

康増進法が施行された自治体を対象に法改正のイ

ンパクトを評価した。2007 年から実施している受

動喫煙防止対策の実施状況のアンケート調査を、
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主要な 159 自治体を対象として、2020～2022 年

に継続して実施した。 

主な質問項目は、建物内・敷地内全面禁煙の実

施状況、職員の喫煙率とし、2 年目はコロナの影

響で閉鎖している特定屋外喫煙場所状況、3 年目

は勤務時間内の喫煙制限の実施状況、本庁舎内で

のたばこの販売状況を質問項目に追加した。 

（３） 飲食店におけるインパクト評価と意識調査

（村木班員） 

本研究で改正健康増進法の全面施行前後での飲

食店での受動喫煙防止対策へのインパクト評価を

行うために、飲食店への質問票調査と飲食店民間

データベース調査を実施した。 

飲食店への質問票調査は、東京都、大阪府、青

森県の一部地域の主に小規模飲食店を対象に実施

した。1 年目は全面施行前の基礎調査として、飲

食店の喫煙ルールおよび客層等の経営状況を把握

した。2 年目は追跡調査ならびに 1 年目と同様の

基準で選定した店舗への追加調査を実施した。3年

目は 1、2 年目調査に回答した店舗を対象に全面

施行後の追跡調査を実施した。 

飲食店民間データベースの調査は、主要 3 社の

飲食店民間データベースを対象とし、のべ約 200

万店舗における喫煙ルールの情報を収集した。 

同時期に新型コロナウイルス感染症流行が発生

したことから、屋内全面禁煙化による経営影響等

の特徴を明らかにすることを目的としたインター

ネット調査を 3 年目に実施し、236 店舗から有効

回答を得た。 

 

２．たばこ健康警告表示のインパクト評価（欅

田班員） 

2020 年 7 月にたばこパッケージの注意文言の

表示面積が 30％から 50％に拡大されたことを受

けて、そのインパクトを評価するため、前述の一

般国民を対象としたたばこに関するインターネッ

ト調査研究（JASTIS）のデータを分析した。 

第 1 に、2020 年 2～3 月実施の調査データを用

いて、改訂前後のデザインを含む 5 種類のモデル

たばこパッケージに対する認識やインパクトを評

価した。モデルパッケージとして、現行パッケー

ジ（警告表示面積 50％）、旧パッケージ（警告表

示面積 30%）、海外でも使用されている代表的な

画像付き警告表示 2 例（喫煙で汚れた肺の画像、

受動喫煙被害を受ける乳児の画像）、および公募で

選定された画像付きの健康警告表示の１例の 5 つ

のデザインを使用した。それぞれのデザインに対

する認識評価、望ましいと思われるデザインの順

位を問う順位尺度評価、パッケージから受ける喫

煙抑制効果の教育歴別分析を行った。 

第 2 に、2021 年 2 月実施の調査データを用い

て、健康警告表示に関する意識を調べた。1) 過去

1 ヵ月以内に、たばこの包装に書かれている警告

表示に気づいた、2) たばこの包装に書かれている

警告表示をきっかけとして喫煙の健康への害につ

いて考えた、3) たばこの包装の警告表示によって

自分が禁煙する可能性が高まること(1年以内のた

ばこ製品使用者)、について、「まったくなかった」

から「とても頻繁にあった」の５区分で回答を求

め、喫煙状況別に評価した。 

 

３．たばこ広告・販売促進・後援の規制のインパ

クト評価（若尾班員） 

たばこ広告・販売促進・後援の禁止については、

「表現の自由」との関わりがあることから、法的

側面と国民意識の両面から課題の検討を行うこと

とした。 

第 1 に、広告規制と憲法との関係を整理し、喫

煙の自由、表現の自由、営利広告の自由を論点と

して検討した。過去 7 年間の研究班で研究を実施

してきた法律家チーム（法学者や弁護士計 21 名

で構成）との検討会議で、東京大学の宍戸常寿教

授と米村滋人教授を交えて、たばこ広告・販売促

進・後援活動の禁止と、たばこ規制枠組条約第 13

条でいう「自国の憲法またはその原則」との関係

について検討した。     

第 2 に、たばこ広告に関する喫煙者と非喫煙者

の意識調査を実施し、両者の認識の相違を把握し

た。意識調査は従来から継続調査してきた一般国

民を対象としたたばこに関するインターネット調
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査研究（JASTIS）にあわせて実施した。 

 

４．たばこ価格政策のインパクト評価（田淵班

員） 

本研究では第 1 に、たばこ製品への出費が生活

費や禁煙に及ぼす影響、医療従事者による禁煙支

援の状況を把握するための調査を実施した。調査

は、前述の一般国民を対象としたたばこに関する

インターネット調査研究（JASTIS）に合わせて

2020 年 2 月～3 月に実施した。 

第 2 に、2017～2021 年の同調査データを用い

て、2018～2020 年の段階的たばこ値上げが日本

人の喫煙行動に与えた影響を分析した。年齢、性

別、社会経済状況、健康状態、飲酒、過去喫煙者

の禁煙期間、喫煙者の 1 日当たりの喫煙本数を調

整し，一般化推定方程式を用いた多変量ロジステ

ィック回帰でタバコ値上げの影響を分析した。 

 

５．シミュレーションモデルを用いたたばこ政

策のインパクト予測 

（１）たばこ政策の喫煙率へのインパクト予測（片

野田班員） 

当初WHOとの共同研究として開始したが、WHO

の研究グループによる予測モデルの論文化の進展

が見られなかったため、本研究で独自モデルを構築

することとした。2019 年度にモデルの基本設計、利

用データの整備、政策シナリオの検討を行い、2020

年度に仮推計、2021 年度にモデルの修正と最終的

な推計を行った。政策シナリオは、①現状維持シナリ

オ、および②包括的たばこ対策履行シナリオの 2 つ

を設定し、①は 2018 年時点の日本の現状

（MPOWER Report 2019）、②は2018年から2020

年に WHO のたばこ対策パッケージ MPOWER が

すべて履行された場合とした（M：たばこ使用と政策

の監視、P:受動喫煙防止、O:禁煙支援、W:警告表

示、メディア・キャンペーン、E:広告規制、R:値上げ。

ただし M の効果は含めず）。たばこの値上げについ

てはたばこ税率が 75%になることを想定した（小売価

格約 1.5 倍）。MPOWER の各分野の政策の効果は

Levy らの文献における長期効果を用いた。喫煙率

の推定結果に基づいて、WHOの目標（2025年まで

に喫煙率 30%減。WHO Global Action Plan for 

the Prevention and Control of Non-

Communicable Disease 2013-2020）、および「健

康日本21」などの目標（2022年度までに成人喫煙

率を 12%）の達成可能年を検討した。 

（２）たばこ政策の罹患や医療費等へのインパ

クト予測（五十嵐班員） 

本研究では第 1 に、2005 年度から種々の禁煙

政策の評価の際に活用してきた「禁煙プログラム

の費用対効果評価モデル（個々の禁煙プログラム

の期待費用・期待生存年・期待 QALY を評価でき

るモデル）」をより簡略化したものを活用し、喫煙

率の低下によってもたらされる将来の総医療費削

減効果の推計を行った。 

第 2 に、たばこの価格弾力性 (値上げ幅と売上

減少の関係を示す係数)を用いて、値上げが総税収

へ及ぼす影響を評価した。推計では、価格弾力性

の数値として「税収に関して保守的な仮定（すな

わち、総税収を低く見積もる仮定）」を含め、弾力

性を-0.15 から-0.40 まで変動させつつ、現行価格

の 580 円から 100 円刻みで 1,200 円まで引き上

げたときの総税収を求めた。 

あわせて、近年の総税収 (約 2 兆円)を維持する

ために必要な値上げ幅や、段階的に値上げを実施

した際の税収へ与える影響（段階的に実施した場

合、総税収への負の影響はある程度緩和される）

も推計した。 

 

６．加熱式たばこ使用者を対象とした追跡調査

（萩本班員） 

加熱式たばこ使用者を対象としたインターネッ

ト調査による追跡調査を前身の研究班から継続し

て実施した。第 1 に、加熱式たばこの使用実態と

認識や心理を調べた。第 2 に、2018 年調査開始の

コホートと 2019 年調査開始のコホートの 1 年後

追跡調査のデータを用いて、紙巻きたばこから加

熱式たばこに変更した喫煙者（Switcher）と加熱

式たばこと紙巻きたばことの併用者（Dual User）

別に禁煙試行および禁煙の要因を分析した。第 3
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に、2 年間の追跡調査のデータを用いて、Switcher

と Dual User 別の喫煙と禁煙行動の推移と追跡 1

年後の禁煙試行および禁煙の要因を分析した。禁

煙試行は、Switcherでは加熱式たばこの禁煙試行、

Dual User では加熱式たばこ・紙巻たばこのどち

らか一方でも禁煙試行した場合を禁煙試行と定義

した。 

 

７．たばこ政策導入における法的課題と推進方

策の検討（岡本班員）。 

本研究では第 1 に、改正健康増進法に条例を上

乗せした自治体における制定・改正された条例内

容の分析を行った。あわせて、改正健康増進法や

東京都等の自治体の条例の実効性を高める方策を

過去の事例を含めて調査・検討した。 

第 2 に、近隣住宅の受動喫煙問題に対して、判

決の事案及び裁判所の判断の内容について、分析、

検討及び考察を行い、立法及び行政上の提言を検

討した。 

第 3 に、改正健康増進法の全面施行後に残され

た、受動喫煙防止・受動喫煙対策の課題を検討し

た。 

 

８．全国の喫煙者を対象としたたばこ規制等に

関するインターネット調査（中村班員） 

今後、日本が取り組むべきたばこ規制の課題の

検討に向けて、全国の喫煙者を対象としたたばこ

規制に関するインターネット調査を 2021年 11月

に実施した。2014 年、2018 年に実施した調査結

果と比較し、たばこの使用実態、たばこに関する

知識・信念、受動喫煙防止等のたばこ政策から受

けるインパクト等の経年変化を把握した。 

 

９．政策提言に役立つエビデンスの構築と情報

発信、学会等と連携した政策提言（中村班員、

各班員） 

本研究班では、政策提言に役立つエビデンス

の構築のほか、政策の動き等を踏まえて、随

時、学会等と連携した政策提言やアドボカシー

につながる情報発信を実施している。3 年間で実

施した主な内容は以下のとおりである。 

1)たばこ規制の強化にむけた政策提言のための

ファクトシートの作成（たばこ規制枠組条約の主

要 6 政策のテーマ別に計 11 種類）、2)上述の受動

喫煙対策に関するファクトシート（4 種類）で取

り扱っていない課題整理（喫煙可能店や喫煙目的

店の運用、国会や地方議会の屋内喫煙所問題、近

隣住宅の受動喫煙問題、家庭内・自動車内の受動

喫煙対策など）と解決にむけた提言のとりまとめ、

3) 広告等の規制強化の際に障壁となる法的な課

題（表現の自由と営利広告の自由等）の検討、

4)2023年度以降のたばこ増税にむけた政策提言に

役立つエビデンスの構築（わが国のたばこ価格政

策の国際評価、税収を最大化するたばこ価格の検

討）、5）健康日本 21（第二次）の喫煙領域の最終

評価への参画と今後の規制強化にむけた政策提言、

6)禁煙治療へのアクセスの向上のためのオンライ

ン診療導入に関する政策提言と禁煙治療標準手順

書の改訂への協力、7)第 4 期特定健診・特定保健

指導にむけた特定保健指導の実施率向上と喫煙等

の保健指導の強化に関する提言、8）加熱式たばこ

の規制にむけた提言を取りまとめた総説論文の公

表、9）喫煙が新型コロナウイルス重症化等に及ぼ

す影響と同感染拡大下での喫煙行動への影響に関

する文献的検討、10）コロナ禍における禁煙の重

要性に関する厚生労働省特設サイト等を通した情

報発信、11）日本学術会議のシンポジウム等を通

した政策実現における学術団体のアドボカシーの

重要性に関する情報発信を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

個人を対象としたアンケート調査、介入研究、

ヒト由来資料を用いた研究を行う場合には、研究

者の所属する施設の倫理審査委員会の承認を得て

適正に進める。全ての研究事業は厚生労働省「人

を対象とする医学系研究に関する倫理指針」（2014

年 12 月 22 日）ならびに「人を対象とする生命科

学・医学系研究に関する倫理指針」（2021 年 3 月

23 日）を遵守して行う。アンケート調査において
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は、個人情報保護法に基づきデータ等は匿名化番

号等による管理とし、対応表は個人情報管理者が

保存して、プライバシーを保護する。介入研究に

おいては、対象者に研究目的、方法等を説明し、

承諾を得た上で研究を行う。 

喫煙者を対象としたインターネット調査と加熱

式たばこ使用者を対象としたインターネット調査

については、公益社団法人地域医療振興協会の倫

理審査委員会からの承認を得て実施した。 

 

C．研究結果 

１．受動喫煙防止の法的規制のインパクト評価 

（１） 受動喫煙防止規制に関する国民の意識およ

び政策インパクトの調査（田淵班員） 

本研究では第 1 に、一般住民を対象としたイン

ターネット調査結果を用いて、受動喫煙防止規制

に対する意識や政策から受けるインパクトを調べ

た。2019 年の調査データを用いて、改正健康増進

法施行前の禁煙場所における加熱式たばこの使用

を調べた結果、頻繁に使用したと回答した人の割

合は、自宅 9.5％、レストラン 4.8％、職場 8.0％

であった。2018 年と 2019 年の調査データの分析

により、東京都子どもを受動喫煙から守る条例が

制定された影響を評価した。家庭が屋内禁煙であ

ると回答した者の割合を指標に評価した結果、条

例の施行により東京都民とその他の地域居住者に

おいて家庭での喫煙ルール変化に有意な差がなか

ったことが示唆された。 

第 2 に、2015 年から 2018 年の労働安全衛生調

査（実態調査）を用いて、改正健康増進法施行前

の職場の禁煙状況の推移を調べた。2015 年から

2018 年にかけて屋内禁煙の事業所が 46.7％から

52.5％に微増していたものの、分煙を合わせた受

動喫煙対策措置全体では2018年が71.8％であり、

原則屋内全面禁煙には程遠い状況であるとわかっ

た。事業所規模別では、労働者 1000 人以上の大

規模事業所では受動喫煙対策措置全体に対する分

煙の割合が 10-29 人の小規模事業所より高く、受

動喫煙対策措置全体が高くなっていることがわか

った。大規模事業所の方が、一般的に敷地面積が

広く、分煙エリアの設置に対して障害が少ないこ

とや資金が潤沢であることなどが要因だと考えら

れる。また、業種における受動喫煙問題に対する

意識の違いも示唆された。 

（２）自治体におけるインパクト評価（姜班員） 

2019 年 7 月から改正健康増進法が施行された

自治体では、主要 159 自治体の一般庁舎すべてが

建物内全面禁煙となったが、敷地内全面禁煙を実

施した割合は法改正前後（2019 年 3 月と 2020 年

3 月）で 13.8%から 35.8%に増加したものの、そ

の後の 2 年間で増加はほとんどみられず、2021 年

度末で 37.7%にとどまった。11 団体の 14 箇所の

特定屋外喫煙場所は、新型コロナウイルスの影響で

一時的に閉鎖されたが、1 箇所は再開し、10 箇所は

今後再開する予定であった。議会棟・フロアは、56

団体（35.2%）が「敷地内全面禁煙」、75 団体（47.2%）

が「建物内全面禁煙」、28 団体（17.6%）が「建物

内に喫煙場所を残す」であり、議会の禁煙化は一

般庁舎に比べてまだ遅れていることが分かった。

改正健康増進法の施行により、自治体の敷地内・建

物内全面禁煙を促進する効果があったことが認めら

れた。今後、更なる効果を得られるため、議会部分

を含め、特定屋外喫煙場所を残さない「敷地内全面

禁煙」を施行する健康増進法の再改正が必要である。 

（３） 飲食店におけるインパクト評価と意識調査

（村木班員） 

飲食店への質問票調査については、令和元年度

調査において客席面積 100 ㎡以下、東京都では従

業員がいない店舗を経過措置店舗、いずれの条件

にも当てはまらない場合を規制対象店舗として、

改正健康増進法前後の禁煙飲食店割合の変化を調

べた。分析の対象とした 825 店舗のうち、経過措

置店舗では 50.3%から 65.6%（+15.3pt）に増加

し、規制対象店舗では 65.4%から 77.0%（+11.6pt）

に増加した。一方、禁煙化後に再度喫煙可と回答

する店舗も確認された。 

屋内全面禁煙化による経営影響等を明らかにす

ることを目的に実施したインターネット調査の結

果、新型コロナウイルス感染症流行前に禁煙化し

た店舗では、禁煙化による売上への大きな影響は
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全体としては認められなかった。 

飲食店民間データベース調査では、改正健康増

進法全面施行の直前・直後（2020 年 1 月～6 月）

で禁煙化が進み、特に「居酒屋、ビアホール」で

+15.7pt と大きかった。2020 年 6 月以降も、増加

幅は小さいものの、禁煙飲食店割合は継続的に増

加していた。受動喫煙防止条例を施行した自治体

では、改正健康増進法全面施行のみの自治体を上

回る禁煙飲食店割合の増加を認めた。 

 

２．たばこ健康警告表示のインパクト評価（欅

田班員） 

5 種類のモデルパッケージを使った警告表示の

調査の結果、若者に喫煙開始を思いとどまらせる

効果、禁煙したいと思わせる効果、喫煙の危険性

を伝える効果のいずれも、画像入り警告表示が大

きく、現行ならびに 2020 年 7 月に導入予定の文

字だけの注意文言のインパクトは、画像入りに比

べて小さいことが明らかになった。画像入りの警

告表示が見た人に過度な不快感を与えるかどうか

に「強くそう思う」と回答した割合は 13～15%に

過ぎなかった。パッケージから受ける喫煙抑制効

果を教育歴別に検討した結果。画像入りの方が文

章のみよりも教育歴に関わらず喫煙抑制効果が高

く、教育歴が低い喫煙者ではその効果が大きい傾

向がみられた。この結果から、過度な不快感を与

えないで画像付きの警告表示の導入は可能であり、

今後早期の見直しが必要であること、健康格差是

正の観点からも画像導入が必要であることが示唆

された。 

健康警告表示に関する意識を調べた結果、①表

示への気づき、②表示をきっかけとした喫煙の害

の認識、③禁煙の可能性において、「とても頻繁に

あった」「頻繁にあった」と回答した割合は 2～5％

にとどまり、画像がないテキストのみでは面積を

増やしてもインパクトが小さいことが示された。 

 

３．たばこ広告・販売促進・後援の規制のインパ

クト評価（若尾班員） 

国際的に主要政策の中で最も取り組みが遅れて

いる広告等の規制については、たばこ広告等の規

制を強化する上で障壁となる法的な課題について、

本研究班の法律家チームで検討した。表現の自由

（憲法 21 条）と営利広告の自由（憲法 22 条）、

喫煙の自由と幸福追求権（憲法 13 条）の観点で

検討を行い、今後の規制強化にあたり憲法上深刻

な問題を惹起するとは考えられないとの結論を得

た。 

たばこ会社による「広告や販売促進・スポンサ

ーシップ活動」を、直近 6 ヶ月間で目にしたかど

うかを質問したところ、「大変よくあった」「よく

あった」「ときどきあった」の回答を合わせた割合

が、非喫煙者 16.8%、元喫煙者 23.0%に対して、

紙巻きたばこ喫煙者 31.2%、加熱式たばこ喫煙者

42.3%、紙巻きたばこと加熱式たばこ併用者50.2%

であり、喫煙者と非喫煙者で広告等の認知の割合

に大きな差がみられた。国民が目にする機会が多

いと考えられるコンビニエンスストアのレジ横広

告についての調査の結果、5 割弱が未成年者に興

味を感じさせるものと認識し、男女の 6～7 割が

コンビニのたばこ広告は禁止されるべきと回答し

た。コンビニエンスストアの加熱式たばこ広告の

認識が喫煙者と非喫煙者とで差が大きかったのに

対して、テレビドラマや映画の喫煙シーンの差は

小さく、非喫煙者であっても意識しやすいことが

示唆された。 

 

４．たばこ価格政策のインパクト評価（田淵班

員） 

たばこ税・価格のインパクトに関するインター

ネット調査の結果、たばこ製品への出費が生活費

や禁煙意図に及ぼす影響は、先行研究における

2014 年の調査結果と大きな差はなく、国民の健康

を守る観点から 1,000 円以上への大幅な引き上げ

が必要と考えられた。 

2018～2020 年のたばこ税・価格の段階的引き

上げによる喫煙行動へのインパクトをインターネ

ット調査データを用いて分析した結果、非喫煙者

の紙巻きタバコ喫煙の開始は、2018 年（オッズ比 

= 0.43、95%信頼区間：0.30、0.61）、2019 年（オ
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ッズ比 = 0.53、95%信頼区間：0.32、0.86）には

著しく減少した一方、2020 年（オッズ比 = 0.93, 

95%信頼区間：0.53, 1.64）には減少しなかった。

過去喫煙者の喫煙再開は、2018 年（オッズ比 = 

0.52、95%信頼区間：0.41, 0.66）と 2020 年（オ

ッズ比 = 0.59、95%信頼区間：0.43, 0.81）に有

意に減少したが、2019 年（オッズ比 = 0.86、95%

信頼区間：0.66, 1.13）には減少しなかった。喫煙

者の禁煙は、2018 年（オッズ比 = 1.21、95%信

頼区間：1.03, 1.42）および 2020 年（オッズ比 = 

1.44、95%信頼区間：1.20, 1.72）に有意に増加し

た一方、2019 年（オッズ比 = 0.95、95%信頼区

間：0.80, 1.72）には増加していなかった。 

2018 年と 2020 年の紙巻たばこの税・価格の引

き上げは喫煙者の禁煙を促進し、過去喫煙者の喫

煙再開を減らしたことが明らかになった。 

 

５．シミュレーションモデルを用いたたばこ政

策のインパクト予測 

（１）たばこ政策の喫煙率へのインパクト予測

（片野田班員） 

2020 年度に実施した最終的な推計結果は以

下のとおりである。 

①現状維持および②包括的たばこ対策履行シナ

リオの MPOWER レベルおよび効果量については、

値上げを除くと、効果量は受動喫煙防止、メディア・

キャンペーン、警告表示、広告規制、禁煙支援の順

に大きかった。 

男女別および男女計喫煙率の推計結果につい

ては、男女とも現状維持シナリオにおいて長期

的に喫煙率は減少すると推計された。政策シナ

リオ別では大きな差異はなく、個々の政策を合

計した場合の喫煙率減少効果が最も大きかった。

現状維持シナリオに比べて、MPOWER の包括

的たばこ対策履行シナリオでは WHO の目標の達

成可能年は男性で 6 年短縮（2034 年→2028 年、

女性で 7 年短縮（2038 年→2031 年）、健康日

本 21 の目標の達成年は 8 年短縮（2041 年

→2033 年）されると推定された。 

男女別および男女計の累積回避死亡数につい

ては、個々の政策を合計すると、2050 年までに

男女計で約 24 万人の死亡が回避できると推計

された。分野別の回避死亡数は対策の効果量の

順に大きく、受動喫煙防止が最も効果が大きか

った。 

（２）たばこ政策の罹患や医療費等へのインパ

クト予測（五十嵐班員） 

推計の結果、割引あり (2%)の場合、医療費削減

幅は男性で 25.1 万円 (75 歳) – 78.3万円 (35 歳)、

女性で 32.3 万円 (75 歳) – 75.0 万円 (55 歳)とな

った。獲得 QALY は、男性で 0.144 (75 歳)– 

0.949QALY (25 歳 )、女性で 0.153 (75 歳 )-

0.575QALY (35 歳)であった。 

喫煙率の絶対値が 1%・5%・10%減少した場合

の喫煙関連疾患の生涯医療費削減効果は、割引2%

の場合、男性でそれぞれ 2,898 億円、1 兆 4,500

億円、2 兆 8,989 億円、女性で 2 それぞれ,787 億

円、1 兆 3,939 億円、2 兆 7,877 億円であった。

無割引の場合は男性で 4,954 億円、2 兆 4,768 億

円、4 兆 9,535 億円、女性で 5,290 億円、2 兆 6,452

億円、5 兆 2,904 億円であった。 

値上げによる税収の変化は、価格弾力性を大き

く (-0.40)見積もった場合でも、すべてのケースに

おいて売上（総税収）は 100%を上回り、税収は

増加する結果となった。1,450 円までは、どのケ

ースにおいても「現行よりも税収は増加する」結

果である。 

 税収が最大化する価格は、弾力性が低い (-0.15)

ケースでは 2,200 円(税収 283%増加)、弾力性が高

い (-0.40)でも 1,015 円 (税収 75%増加)となり、

どのケースでも 1,000 円を上回った。 

 1,000 円までの値上げ (+72.4%)を、一回で実施

した場合と 5 回に分けて（定率、毎回+11.5%を 5

回）実施した場合の需要変動を表 2 に示した。 

 一回で実施した場合と比較して、需要変動幅は

絶対値で 2.52% (弾力性-0.15)から 7.97%(弾力性-

0.40)緩和される。すなわち、値上げを段階的に行

うと、一気に実施した場合よりも、税収は維持さ

れた。 
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６．加熱式たばこ使用者を対象とした追跡調査

（萩本班員） 

加熱式たばこ使用者は、2018 年から 2019 年に

かけて 8.0％から 10.8％と増加傾向にあり、加熱

式たばこのみ使用者は増加し、紙巻きたばことの

併用者は減少する傾向にあった。加熱式たばこを

吸う理由やメリットとして割合が高かった項目は、

「ニオイ」、自分や周囲の人への「害が少ない」、

「煙が少ない」であり、欧米の電子たばこを使用

するようになった理由とも類似していた。また、

紙巻きたばこをやめるもしくは本数を減らすため

が 47.0％であり、有害成分の少ない加熱式たばこ

への変更を意識している喫煙者が高いことも示唆

された。 

紙巻きたばこから加熱式たばこに変更した喫煙

者（Switcher）および紙巻きたばことの併用者

（Dual User）の 2 年間の喫煙や禁煙の推移をみ

ると、Switcher は翌年 83.1％、2 年後 78.3％が

Switcher に留まり、断面禁煙は 7.6％、10.3％で

あった。Dual User は、Switcher に翌年 12.5％、

2年後 17.0％、紙巻きたばこのみに 12.7％、16.4％

とほぼ同じ割合で使用するたばこの種類を変更し

ていた。断面禁煙は 3.6％、6.1％であった。 

追跡 1 年間の禁煙試行は、Switcher が 23.5%、

Dual User が 39.6%、全体で 32.7%であった。禁

煙試行者の 7 日菅断面禁煙率は、Switcher が

22.9%、Dual User が 5.6%、全体で 10.9%であっ

た。禁煙試行および 7 日間断面禁煙の関連要因の

分析結果から、Dual User に比較した Switcher の

オッズ比はそれぞれ 0.59（95％信頼区間 0.44-

0.79）、4.79（2.21-10.36）であった。Switcher は

Dual User に比べて優位に禁煙試行しにくいもの

の、禁煙試行者における禁煙率は有意に高かった。 

 

７．たばこ政策導入における法的課題と推進方

策の検討（岡本班員）。 

改正健康増進法に条例を上乗せした自治体の条

例内容の分析の結果、特に重要な規制の方向性と

して、①飲食店等への罰則強化、②20 歳未満（以

下、未成年という）・子どもに焦点をあてた条例、

③屋外の受動喫煙防止の強化、④加熱式たばこに

対する規制の強化の４つがあげられた。改正健康

増進法を補完する条例策定の動きは、他の自治体

への波及効果や改正健康増進法の施行後の改善策

の検討において意義が大きいと考えられる。 

近年社会的に関心が高まっている近隣住宅の受

動喫煙問題について、関連する判決の事案や海外

の集合住宅の喫煙の法規制の現状などをもとに、

わが国でとられるべき行政上の措置について検討

した。その結果、必要な措置として民間の禁煙マ

ンション・禁煙アパートの普及の後押し、公社・

公営住宅（賃貸物件）の禁煙化、国土交通省の標

準管理規約の改正などがあげられた。 

改正法ならびに関連条例に関する情報収集を行

い、法改正後の受動喫煙対策の課題を検討し、喫

煙可能店や喫煙目的店の運用、国会や地方議会の

屋内喫煙所問題、家庭内・自動車内の受動喫煙対

策などの課題を指摘するとともに、その解決にむ

けた提言をとりまとめた。 

 

８．全国の喫煙者を対象としたたばこ規制等に

関するインターネット調査（中村班員） 

たばこの健康影響に関する知識・信念、受動喫

煙防止、たばこ価格政策、たばこの警告表示等に

ついて調査した。飲食店や居酒屋、職場での受動

喫煙の曝露割合については、2014 年、2018 年、

2021年の順に、レストラン・喫茶店66.4%、58.9%、

28.6%、居酒屋・バー82.9%、79.3%、47.3%、職

場 53.9%、54.4%、41.4％であり、健康増進法改

正後に減少がみられた。一方、たばこ税・価格、

警告表示の 2 政策については過去 2 回の調査結果

と比べて、変化がみられなかった。 

 

９．政策提言に役立つエビデンスの構築と情報

発信、学会等と連携した政策提言（中村班員、

各班員） 

2019－21 年度の 3 年間の研究成果に基づいた

政策提言、今後の政策提言に役立つエビデンス

の構築、アドボカシーにつながる情報発信の主

な内容は以下のとおりである。 
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1) 本研究班で得られた研究成果をもとに、たばこ

規制枠組条約の主要 6 政策について、ぞれぞれ

の政策の現状と課題、今後必要な取組を検討し、

政策提言のためのファクトシートとしてとりまと

めた（図表２）。作成したファクトシートは、政

策テーマ別に計 11 種類に及ぶ。その内容は、①

たばこ規制枠組条約に基づいたたばこ政策の推

進、②たばこの超過死亡・超過医療費とは、③受

動喫煙防止のための法的規制の強化、④飲食店

における受動喫煙防止対策、⑤集合住宅等の受

動喫煙トラブル、⑥各地の受動喫煙防止条例、⑦

禁煙支援・治療―禁煙を推進する保健医療シス

テムの構築、⑧たばこ製品の健康警告表示、⑨た

ばこ広告、販売促進、後援活動の禁止、⑩国民を

守るためのたばこ増税政策、⑪加熱式たばこの規

制強化である。 

2) 上述の受動喫煙対策に関するファクトシート（4

種類）で取り扱っていない受動喫煙対策の課題整

理（喫煙可能店や喫煙目的店の運用、国会や地方

議会の屋内喫煙所問題、近隣住宅の受動喫煙問

題、家庭内・自動車内の受動喫煙対策）を行うと

ともに、その解決にむけた提言を報告書として取

りまとめた。 

3) 広告等の規制強化の際に障壁となる法的な課

題を、表現の自由と営利広告の自由等の観点で

法律家チーム（法学者や弁護士計 21 名で構成）

の協力を得て検討を行い、今後の規制強化にあた

り憲法上深刻な問題を惹起するとは考えられな

いとの結論を得た。 

4) たばこ増税について、上述のファクトシートの

ほか、2018 年からのたばこ税・価格の段階的引

上げのインパクト評価結果や国際的評価のレビ

ュー結果を踏まえて、2023 年度以降のたばこ増

税にむけた政策提言に役立つエビデンスの構築

を行った。具体的には、現状の評価や課題の整理

に加えて、税収を最大化するたばこ価格の検討を

行った。その結果、価格弾力性を大きく見積もっ

た場合でも、たばこ価格 1,450 円までは現行よ

りも税収が増加すること、引き上げを段階的に行

う方が一気に引き上げる場合に比べて税収は維

持されることが示された。 

5）研究代表者が健康日本 21（第二次）推進専門

委員会に参加し、喫煙領域の健康日本 21（第二

次）最終評価を行うとともに、今後の課題の整理

とその解決のために必要とされるたばこ規制を同

委員会の報告書にとりまとめた。 

6) 禁煙治療へのアクセスの向上を図るため、2020

年度の診療報酬改定に合わせて、関連学会と協

働して禁煙治療へのオンライン診療導入を求め

る政策提言を行い、5 回の治療のうち、2 回目か

ら 4 回目にオンライン診療による保険治療が認

められた。診療報酬改定の内容を受けて、本研究

班が中心となって禁煙治療の標準手順書の改訂

を行った。 

7) 第 4 期特定健診・特定保健指導にむけて、東京

都国民健康保険連合会と共同して実施した特定

保健指導の実施率向上の分析結果を用いて、特

定保健指導の実施率向上のほか、喫煙等の保健

指導の強化について政策提言を行うための論文

のドラフトを作成した。2022 年度内に論文とし

て掲載されるよう投稿を準備中である。 

8）加熱式たばこの使用実態、有害性、依存性、た

ばこ政策への影響、規制にむけた提言で構成され

る総説論文を、日本公衆衛生学会たばこ対策委

員会と連携してとりまとめ、日本公衆衛生雑誌

2020 年 1 月号に掲載された。公衆衛生の予防原

則の観点から、健康影響が解明されるまでは紙巻

たばこと同様の規制を行うことを提言した。 

9）喫煙が新型コロナウイルスの感染・重症化・死

亡に及ぼす影響と同感染拡大したでの喫煙行動

への影響に関する文献の情報収集と整理を行い、

中間報告としてとりまとめた。 

10）新型コロナウイルス感染拡大下における禁煙

の重要性を厚生労働省特設サイト等を通して情

報発信した。 

11）日本学術会議のシンポジウム等を通した政策

実現における学術団体のアドボカシーの重要性

や今後のたばこ規制の強化にむけた展望に関す

る情報発信を行った。 
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D．考察 

本研究は、2019～2021年度を研究期間として、

2020 年 4 月全面施行の改正健康増進法による受

動喫煙防止、2020 年の警告表示（注意文言）の変

更と広告の自主規制の見直し、たばこ税の段階的

増税について、政策導入のインパクトを評価し、

政策形成・強化につながるエビデンスの構築と実

効性のある政策提言を行うことを目的としている。 

世界保健機関（WHO）によるわが国のたばこ

対策の評価は近年改善傾向にある 1)（図表３）。

しかし、喫煙者へのたばこ対策のインパクトを

評価した調査 2-3) や、これまで実施されたたばこ

税・価格の引き上げの価格弾力性や禁煙率への

影響 4-5) を調べた研究によると、わが国のたばこ

対策の規制レベルが不十分であることが指摘さ

れている。本研究班で 3 年間実施した研究結果

においても、これらの報告と同様の結果が得ら

れており、今後対策の実効性を高めるための検

討と規制の強化が求められている。以下、本研

究班での 3 年間の成果を踏まえて、主要政策の

課題と規制強化の方向性について述べる。 

まず受動喫煙対策については、2020 年 4 月に

改正健康増進法が全面施行されたことを受けて、

WHO の 2020 年時点での評価が 4 段階の最低評

価から下から 2 番目の評価に改善した。これは評

価対象となる 8 施設のうち 5 施設が罰則付きで建

物内全面禁煙に定められたからである。改正法の

全面施行と新型コロナ感染症の流行が重なったた

め、その周知や実効性の評価が十分でないという

課題がある。今後、法律の遵守状況のモニタリン

グと違反者の取り締まりが必要であり、そのため

の体制づくりが重要である。また、東京都の飲食

店の受動喫煙対策のように、自治体において法改

正を越える進んだ条例を策定すると、他の自治体

と比べて実効性が高まることが本研究班の研究で

明らかになっている。本研究班では自治体での進

んだ条例の可視化を行っているが、今後その普及

が求められる。2020 年時点において公共の場所の

すべてを屋内全面禁煙とする法律等を施行してい

る国は 67 カ国に及ぶ 1)。今回の法改正の課題とし

て残る職場（事業所）、飲食店、バーの 3 施設にお

いても、そこで働く労働者の健康を守る観点から、

他者危害性のある受動喫煙の曝露をなくすための

法規制の強化が求められる。さらに、喫煙可能店

や喫煙目的店の運用、国会や地方議会の屋内喫煙

所問題、近隣住宅の受動喫煙問題、法規制の対象

となりにくい家庭内・自動車内の受動喫煙対策に

ついても引き続き実効性のある対策が進むように

検討が必要である。 

たばこ価格政策はたばこ政策の中でも、費用

効果性に優れ、かつ一般成人のたばこ消費を減

らすだけでなく、未成年者の喫煙防止や低所得

者層の喫煙率の減少効果があることが知られて

いる。2020 年時点における WHO によるわが国

の同政策の評価は、たばこ価格に占める税率が 6

割を越えることもあり、4 段階の上から 2 番目の

評価となっている。しかし、Tobacconomics 

team の Cigarette Tax Scorecard を用いた総合

的な評価 6) では国際的に低い評価（5 段階の評

価の下から 2 番目）にとどまる。本研究班で

2021 年に実施した喫煙者を対象とした同政策の

インパクト調査でも、国際的にインパクトが低

く、2014 年、2018 年の結果と比較してもほと

んど変化がみられなかった。これは、2018 年か

ら 5 年間にわたり段階的にたばこ税・価格が引

上げがされているものの、わが国のたばこ価格

が国際的にみて安価で、購入しやすい価格帯が

維持されていることを示している。国民の健康

を守る観点から、今後先進国並みに 1,000 円以

上の価格帯への大幅な値上げが必要である。

2021 年度の研究結果から、価格弾力性を大きく

見積もった場合でも、たばこ価格 1,450 円まで

は現行よりも税収が増加すること、引き上げを

段階的に行う方が一気に引き上げる場合に比べ

て税収は維持されることが示されており、今後

たばこ税・価格のさらなる引上げにむけて政策

提言を行うことが必要である。 

警告表示（注意文言）についても、2020 年 7 月

において表示面積が30%から50%に増えたことに

より、WHO による 2020 年時点の評価は、たばこ
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政策と同様、4 段階の上から 2 番目の評価となっ

ている。しかし、新しく導入された警告表示には 

画像はなく、文字のみである。そのため、新導

入の警告表示のインパクトは画像付きに比べて

小さく、以前の警告表示と比べても喫煙者が受

けるインパクトは変わらないことが本研究班の

研究結果から明らかになっている。画像につい

ては、2021 年10月時点で世界の134の国と地域

（世界人口の70%をカバー）ですでに導入され

ている7)。カナダがん協会のランキングではわが

国の警告表示は206カ国中84位にとどまっている

7)。財務省が画像を見送る理由とした不快感を与

えるとしたことについても、本研究班での研究

により、喫煙者を含め画像警告表示の導入を許

容する結果も得られている。さらに、画像を含

む方が文章だけよりも教育歴に関わらず喫煙抑

制効果が高いこと、教育歴が低い方が両者の効

果の違いが大きいことが研究結果から示されて

おり、健康格差是正の観点からも画像導入の必

要性が示唆されている。 

広告等の規制については、業界の自主規制に

とどまり、国際的に主要政策の中で最も取り組

みが遅れており、WHO による 2020 年時点の評

価は 4 段階の最低評価にとどまっている。本研

究班において、たばこ広告等の規制を強化する

上で障壁となる法的な課題について、営利広告

の自由と表現の自由、喫煙の自由と幸福追求権

の観点から、法律家チーム（法学者や弁護士計

21 名で構成）による検討を行ったが、今後の規

制強化にあたり憲法上深刻な問題を惹起すると

は考えられないとの結論を得ている。今後、自

主規制にとどまっていることの具体的な問題点

を明らかにするため、未成年者の喫煙防止を切

り口としたコンビニエンスストア店頭での広告

の現状や課題の検討などを行い、広告の規制強

化の必要性に関するエビデンスの構築が必要で

ある。 

最後に禁煙支援・治療については、2006 年に

禁煙治療に対して保険が適用されたため、WHO

による 2020 年時点の評価は 4 段階評価の上から

2 番目となっている。しかし、その利用は国際的

に低率にとどまっている。近年の加熱式たばこ

の流行が禁煙治療の利用を妨げる可能性が指摘

されている。2020 年の診療報酬改定により、禁

煙治療にオンライン診療が可能となり、利便性

が向上した。また、禁煙治療アプリが 2020 年に

保険適用され、禁煙率の向上を図ることが期待

される。今後、現行の禁煙治療の制度の充実を

図りながら、医療や健診等の保健事業の場での

短時間禁煙支援（禁煙アドバイス）や、わが国

で未整備に近いクイットラインの実施体制を整

備して、多くの喫煙者に禁煙を促し支援する保

健医療システムを構築することが必要である。 

喫煙は、高血圧と並んで、日本人が命を落と

す回避可能な主要なリスク因子であり、2019 年

時点での喫煙者本人の喫煙による年間の超過死

亡数は 19 万人と報告されている 8)。今後、国民

の健康を守る観点から、たばこ規制枠組み条約

に沿って実効性のあるたばこ規制を一層推進す

る必要がある。そのためには、WHO の政策評価

にとどまらず、主要政策の実質的なインパクト

を総合的に評価するための指標開発や実施体制

の構築、わが国の実態にあった効果的なたばこ

対策の方法論の開発・検討を早急に進める必要

がある。 

 

E．結論 

これからの超高齢化社会ならびにニューノーマ

ル時代において、生活習慣病や介護の主要なリス

ク要因である喫煙と受動喫煙の低減を図ることの

社会的意義は大きい。国際的に取り組みが遅れて

いるたばこ規制・対策の推進を目指して、政策化

に役立つ質の高いエビデンスの構築と実効性のあ

る政策提言を行う公的な研究を継続することが必

要である。 
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図表３．日本のたばこ規制の現状と推移－WHO による評価 
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